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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第108期
第３四半期
連結累計期間

第109期
第３四半期
連結累計期間

第108期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 (百万円) 343,784 367,501 495,567

経常利益 (百万円) 21,577 22,728 31,754

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 13,950 14,742 20,315

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 12,595 14,460 19,831

純資産額 (百万円) 286,278 301,893 293,514

総資産額 (百万円) 443,247 459,468 470,967

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 68.29 72.15 99.45

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 62.48 63.58 60.30

 

回次
第108期
第３四半期
連結会計期間

第109期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 24.91 25.61

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)における新たな事業等のリスクの発生、

または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

当社グループの当第３四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は、以下のとおりとなった。

 

①財政状態

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ114億９千８百万円減少し、4,594億６千８

百万円となった。

 

（資産の部）

流動資産は、主に現金預金が174億７千２百万円減少したことから、流動資産合計で前連結会計年度末に比べ

129億１千７百万円減少した。

固定資産は、有形固定資産が９億４千万円減少したものの、投資有価証券が20億５千万円増加したことなどか

ら、固定資産合計で前連結会計年度末に比べ14億１千８百万円増加した。

 

（負債の部）

流動負債は、主に支払手形・工事未払金等が169億６千１百万円減少したことから、流動負債合計で前連結会

計年度末に比べ180億１千６百万円減少した。

固定負債は、主に退職給付に係る負債が13億５千６百万円減少したことから、固定負債合計で前連結会計年度

末に比べ18億６千万円減少した。

負債合計では前連結会計年度末に比べ198億７千７百万円減少し、1,575億７千４百万円となった。

 

（純資産の部）

純資産の部は、主に利益剰余金が90億３千８百万円増加したことから、純資産合計で前連結会計年度末に比べ

83億７千８百万円増加し、3,018億９千３百万円となった。
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②経営成績

当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高3,675億１百万円(前第３四半期連結累計期間比237億１千７百万円

増)、経常利益227億２千８百万円(前第３四半期連結累計期間比11億５千１百万円増)、親会社株主に帰属する四半

期純利益147億４千２百万円(前第３四半期連結累計期間比７億９千１百万円増)となった。また、東京電力グルー

プからの売上高は、1,029億９千６百万円(前第３四半期連結累計期間比82億３千４百万円増)となった。

 

東京電力グループ：東京電力ホールディングス㈱、東京電力フュエル＆パワー㈱、東京電力パワーグリッド㈱、

東京電力エナジーパートナー㈱、東京電力リニューアブルパワー㈱

 

セグメントごとの業績は、次のとおりである。

（設備工事業）

当社グループの主たる事業である設備工事業の業績は、新規受注高4,205億８千６百万円(前第３四半期連結

累計期間比192億９千３百万円増)、完成工事高3,613億２千４百万円(前第３四半期連結累計期間比242億２百

万円増)、営業利益201億２千７百万円(前第３四半期連結累計期間比３億８千６百万円増)となった。

 

（その他の事業）

その他の事業の業績は、売上高61億７千７百万円(前第３四半期連結累計期間比４億８千５百万円減)、営業

利益13億４百万円(前第３四半期連結累計期間比４億２千万円増)となった。

 

(2）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、10億５千４百万円である。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

 

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

 4/19



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 820,000,000

計 820,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
（2022年12月31日）

提出日現在発行数(株)
（2023年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 205,288,338 205,288,338
東京証券取引所
（プライム市場）

単元株式数は100株
である。

計 205,288,338 205,288,338 － －

（注）1944年９月１日設立時の現物出資13,810株が含まれている。

 

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項なし。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

（株） （株） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

2022年10月１日～
2022年12月31日

－ 205,288,338 － 10,264 － 6,241

 

（5）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項なし。
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（6）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

 

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

－ －
普通株式 938,500

完全議決権株式(その他) 普通株式 204,252,000 2,042,520 －

単元未満株式 普通株式 97,838 －
１単元(100株)
未満の株式

発行済株式総数  205,288,338 － －

総株主の議決権  － 2,042,520 －

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株(議決権の数19個)含まれて

いる。

２ 「総株主の議決権」の欄には、証券保管振替機構名義の議決権の数が19個含まれている。

 

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈱関電工 東京都港区芝浦４丁目８番33号 938,500 － 938,500 0.45

計 － 938,500 － 938,500 0.45

（注）2022年12月31日現在の自己株式数は、938,600株である。

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書には2022年７月１日現在の役員の状況を記載しているが、それ以降当四半期累計期間

において、役員の異動はない。
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第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(1949年建設省令第14号)に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年10月１日から2022年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついて、井上監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 67,614 50,142

受取手形・完成工事未収入金等 185,675 181,808

有価証券 4,999 300

未成工事支出金 9,547 14,379

その他 20,888 29,143

貸倒引当金 △556 △521

流動資産合計 288,170 275,252

固定資産   

有形固定資産   

土地 60,496 60,425

その他（純額） 52,433 51,565

有形固定資産合計 112,930 111,990

無形固定資産 5,694 5,630

投資その他の資産   

投資有価証券 48,274 50,324

その他 17,181 17,530

貸倒引当金 △1,284 △1,259

投資その他の資産合計 64,171 66,595

固定資産合計 182,797 184,215

資産合計 470,967 459,468
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 80,241 63,279

短期借入金 6,792 9,047

未払法人税等 6,815 2,046

未成工事受入金 12,349 14,710

工事損失引当金 9,927 8,914

その他の引当金 959 442

その他 30,204 30,831

流動負債合計 147,290 129,273

固定負債   

長期借入金 6,607 6,111

その他の引当金 452 380

退職給付に係る負債 13,813 12,457

その他 9,289 9,351

固定負債合計 30,162 28,301

負債合計 177,452 157,574

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,264 10,264

資本剰余金 6,456 6,378

利益剰余金 257,625 266,664

自己株式 △561 △535

株主資本合計 273,784 282,771

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,315 13,916

繰延ヘッジ損益 △189 △116

土地再評価差額金 △5,276 △5,499

退職給付に係る調整累計額 1,342 1,049

その他の包括利益累計額合計 10,191 9,350

非支配株主持分 9,538 9,772

純資産合計 293,514 301,893

負債純資産合計 470,967 459,468
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

完成工事高 343,784 367,501

完成工事原価 304,149 326,679

完成工事総利益 39,634 40,822

販売費及び一般管理費 19,022 19,400

営業利益 20,612 21,421

営業外収益   

受取配当金 918 1,012

その他 305 534

営業外収益合計 1,224 1,546

営業外費用   

支払利息 142 138

その他 116 101

営業外費用合計 259 239

経常利益 21,577 22,728

特別利益   

投資有価証券売却益 254 30

特別利益合計 254 30

特別損失   

減損損失 － 169

固定資産除却損 222 108

その他 67 －

特別損失合計 289 277

税金等調整前四半期純利益 21,542 22,481

法人税等 7,173 7,392

四半期純利益 14,368 15,088

非支配株主に帰属する四半期純利益 418 346

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,950 14,742
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

四半期純利益 14,368 15,088

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,399 △402

繰延ヘッジ損益 15 73

退職給付に係る調整額 △389 △298

その他の包括利益合計 △1,773 △627

四半期包括利益 12,595 14,460

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 12,196 14,123

非支配株主に係る四半期包括利益 398 337
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【注記事項】

（会計方針の変更）

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することとした。なお、時価算定会計基準適用指針の適用による当第３四半期連結累計期間に係る四半期

連結財務諸表に与える影響はない。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 
当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算している。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

(1) 当社は、従業員の金融機関からの借入に対し、保証を行っている。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

従業員（住宅資金） 583百万円 従業員（住宅資金） 520百万円

 

(2) 当社は、関係会社の工事請負に係る工事履行保証に対し、保証を行っている。

前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

ベトナムカンデンコウ㈲ 304百万円 ベトナムカンデンコウ㈲ 686百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

減価償却費 5,401百万円 5,843百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,859 14.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

2021年10月29日
取締役会

普通株式 2,860 14.0 2021年９月30日 2021年12月６日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,860 14.0 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

2022年10月31日
取締役会

普通株式 3,065 15.0 2022年９月30日 2022年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 報告セグメント その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期連結損益
計算書計上額
(注３) 設備工事業

売上高      

外部顧客への売上高 337,121 6,662 343,784 － 343,784

セグメント間の内部

売上高又は振替高
187 17,818 18,006 △18,006 －

計 337,309 24,481 361,791 △18,006 343,784

セグメント利益 19,741 884 20,625 △13 20,612

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器販売業、不動産事

業、リース業及び発電事業である。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 報告セグメント その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期連結損益
計算書計上額
(注３) 設備工事業

売上高      

外部顧客への売上高 361,324 6,177 367,501 － 367,501

セグメント間の内部

売上高又は振替高
155 20,982 21,137 △21,137 －

計 361,479 27,159 388,639 △21,137 367,501

セグメント利益 20,127 1,304 21,432 △10 21,421

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器販売業、不動産事

業、リース業及び発電事業である。

２ セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去である。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年12月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント その他

（注１）
合計

設備工事業

得意先別内訳    

民間 223,082 3,189 226,272

官公庁 21,373 － 21,373

東京電力グループ 92,665 2,074 94,740

顧客との契約から生じる収益 337,121 5,263 342,385

その他の収益（注２） － 1,398 1,398

外部顧客への売上高 337,121 6,662 343,784

収益認識の時期    

一時点 129,915 5,045 134,961

一定の期間 207,205 217 207,423

顧客との契約から生じる収益 337,121 5,263 342,385

その他の収益（注２） － 1,398 1,398

外部顧客への売上高 337,121 6,662 343,784

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器販売業、不動産事

業、リース業及び発電事業である。

２ 「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等である。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年12月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント その他

（注１）
合計

設備工事業

得意先別内訳    

民間 245,010 2,757 247,768

官公庁 15,280 － 15,280

東京電力グループ 101,033 1,941 102,974

顧客との契約から生じる収益 361,324 4,698 366,023

その他の収益（注２） － 1,478 1,478

外部顧客への売上高 361,324 6,177 367,501

収益認識の時期    

一時点 129,759 4,689 134,448

一定の期間 231,564 9 231,574

顧客との契約から生じる収益 361,324 4,698 366,023

その他の収益（注２） － 1,478 1,478

外部顧客への売上高 361,324 6,177 367,501

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気機器販売業、不動産事

業、リース業及び発電事業である。

２ 「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等である。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

  １株当たり四半期純利益 （円） 68.29 72.15

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 13,950 14,742

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

（百万円） 13,950 14,742

普通株式の期中平均株式数 （千株） 204,281 204,327

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 

２【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1）決議年月日 2022年10月31日

(2）中間配当金の総額 3,065百万円

(3）１株当たりの金額 15円

(4）支払請求の効力発生日及び支払開始日 2022年12月５日

（注）2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払を行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月３日

株式会社 関 電 工

取 締 役 会   御中

 

井 上 監 査 法 人

 東 京 都 千 代 田 区

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 平 松 正 己

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴 木 勝 博

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐久間 正 通

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社関電工

の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年12月31

日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

18/19



・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 
 

（注）１ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管している。

       ２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
 

　
 

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（2）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（4）発行済株式総数、資本金等の推移
	（5）大株主の状況
	（6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

